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近代日本の文化事業が目指した理念 
――国益の追求か、普遍的価値の創造か 
 
藤 田  賀 久 
 
Abstract. Public Diplomacy (PD) has been an essential part of foreign policy. It is 
government-sponsored programs intended to influence public opinion in other countries. The 
importance of PD is not only a current topic. It was widely focused in prewar Japan. This 
paper describes Japanese efforts to promote favorable impressions of Japan in the minds of 
the Chinese public in the 1910s, when Chinese anti-Japan sentiments erupted against 
Japanese expansionism. Japanese policymakers hoped that cultural policy toward, and 
exchange with, China would create better understanding of Japan, and calm down Chinese 
feelings, in order to pursue its national interests in China. This paper sheds light on two 
different, apparently opposite, but intertwined ideas that led to the establishment of Japan’s 
cultural policy. 
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はじめに 
2010 年 9 月に勃発した尖閣諸島を巡る事案をきっかけとして、反日デモが中国各地で繰り広げられた。 
日本の一部メディアは、中国人が激しい反日感情を抱く一因として「愛国主義教育」や「共産党の情
報管理」を挙げた。1 そして中国人の「歪んだ」日本イメージが反日・排日機運を煽っていると主張し
た。 
この見解の真偽はさておき、諸外国の人々が抱く日本理解や日本のイメージが、今では国際関係
を動かす大きな力であることを我々は認めないわけにはいかない。昨今では、一国の政府や外交当
局が海外の国民に直接働きかける「パブリック・ディプロマシー」が広く議論されていることからも分か
るように、自国に対する良好な世論やイメージの醸成は、安定した外交関係構築のために必須となっ
ている。2 
外務省も「海外への広報活動」や「文化外交」などに力を入れている。たとえば日本の文化や価値
観を海外に紹介する文化事業、諸外国における日本語教育の促進、留学生の派遣や受入れに代表
される人物・教育分野の交流、そして国際学術研究の推進などがそれに相当する。3 また現在では、伝
統文化・芸術に加えて、世界的に人気の高いアニメや漫画などのポップカルチャーも文化外交に利
用されている。4 
近年において、パブリック・ディプロマシーの必要性を最も痛烈に認識した国はアメリカであろう。
9.11 テロ以降、アメリカはパブリック・ディプロマシー関連予算を大幅に増額した。また 2003 年 1 月に
は、ホワイトハウス内に「グローバル・コミュニケーション局」を設置した。5 その目的は、とりわけイスラム
諸国に蔓延している反米感情を緩和することと、対テロ戦争の正当性を広く海外に伝えることであっ
たことはいうまでもない。 
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さて、改めてパブリック・ディプロマシーや文化外交の目的を検討していきたい。まずは、あくまで外
交の一形態であり、国益の追求に資するべきとする意見が存在する。6 官邸主導で開催された「文化
外交の推進に関する懇談会」においても、自国の好意的な印象を諸外国の国民に与えることは、対
外「政策の選択肢を広げ」、あるいは「政治的波及効果」をもたらすとしている。つまり「魅力ある文化
の創造と発信は、新しい形の国力や外交力の源泉」であるとする見方である。7 
一方で、必ずしも国益と結びつけない議論も目立つ。たとえば上述の懇談会は、異なる文化間や
文明間の相互理解と信頼を涵養すること、あるいは全人類共通の価値や理念の育成に貢献すること
も、文化外交が目指すべき重要な役割であると述べているのである。8 
さらには、文化外交を国益追求の手段として利用すべきではないとの意見もある。国際交流基金の
小倉和夫によれば、パブリック・ディプロマシーやソフト・パワーは、アメリカ等の「世界的影響力のある
国が自己の主義主張を世界に納得させ浸透させていく」際の手法である。しかし、日本は大国を模倣
して文化を「国の影響力を強める力」として扱うべきではなく、狭い国益概念に囚われない文化外交を
追求すべきであると主張するのである。9 
我々はこうした意見を踏まえ、今後も国益と文化外交の関係をはじめとするパブリック・ディプロマ
シーのあり方を考えるべきであろう。その際筆者は、中国に対する文化事業が提唱され始めた 1910
年代の議論を振り返ることは参考となると考える。なぜならば、我々の課題は過去の日本人によって
すでに大いに議論されているからである。 
特に第 2 章では、国益に縛られない普遍的価値への貢献を文化事業に期待する声がすでに大正
期の日本に存在したことを紹介する。時代や国際環境、そして目指す国益概念は異なれども、本論
文で紹介する過去の議論は将来のパブリック・ディプロマシーのあり方を考える際にひとつの視座を
提供するであろう。 
 
１．国益追求の手段としての文化外交 
最初に取り上げるのは田中義一（1864－1929 年）である。田中といえば、1927 年から 2 年にわたり
首相として対中積極外交を展開した人物である。彼は早くから、日露戦争で日本が獲得した南満州
の特殊権益をさらに強固にすること、および中国本土における日本の経済基盤を拡大することを目指
していた。 
田中は首相就任のおよそ 10 年前の 1917 年 5 月、参謀本部次長の肩書きで中国を訪問した。その
目的は、袁世凱死後の中国政局を視察し、中国の要人や多くの実業家と会談することであった。しか
し中国で直面したのは、激しい反日・排日感情であった。これは 1915 年に日本が要求した「対華二十
一か条」が大きな原因であったことはいうまでもない。 
田中は、日本の経済進出のためには、中国人の反日感情を鎮め、可能ならば親日的な空気を醸
成する必要性を痛感した。そこで考えたのが文化外交である。とくに教育分野を中心とした交流を通
じて、対日感情の改善を導こうとしたのである。いわば現在のパブリック・ディプロマシーを巡る議論の
先がけといえるのであるが、田中はなぜこうした考えを抱くに至ったのか。 
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田中は、中国人の反日・排日感情の元凶は国家間レベルと国民レベルにまたがって存在すると考
えた。国家レベルでは、「従来両国政府の政策が相互融和を欠き、延いて外交問題の紛糾に伴う敵
愾心の発露」がそれにあたる。 
では国民レベルの問題とは何であったのか。田中は、日中両国民の間には、「精神的の親善」が欠
けており、「両国民相互の言動、感情等些々たる行違いの累積沈滞」があると論じている。10 そして
「両国民の精神的和哀の根本障碍」は日本人の側にあったと見たのであった。 
なぜか。日本人は、自己の利益のみに関心を抱いており、中国における利権を獲得することばかり
であったからである。すなわち「支那人自らをして実業上の発展を図らしむるの誠意」などは持ち合わ
せていなかった。また、日本人は「支那人の利益を根本より奪取し、肉を削り骨を舐めざれは已まざら
んとす」る態度で中国を訪れていた。田中によれば、こうした利己主義的な態度が中国人の対日不信
感を招く元凶であったのである。11 
田中はさらに、中国人に接する際に見せる日本人の態度を容赦なく非難した。例えば「日本人は
支那人を劣等視し、強圧手段を以て唯一の商策とす」るのみであり、中国人と積極的な意見交換を努
めようとはしない。旅行で中国を訪れても「彼等は訪問或いは宴会の際、単に一片の表面的辞令を交
換するのみ」である。12 このように指摘した上で、日本人が傲慢かつ非社交的な態度を続ける限り、中
国人と意思の疎通は叶わず、ましてや「精神的の親善」などは不可能であるとしたのである。 
日本人の中国人を見下す態度に加えて、田中はさらに憂慮すべき事態を目撃した。それは、相互
の友好や信頼が日を追うごとに失われていく日中関係とはまったく対照的に、欧米人、とりわけアメリ
カ人が、中国人と信頼関係を着々と築いている事実であった。 
なぜ欧米人が中国人の信頼を得ていたのか。田中によれば、その理由は中国の各地に深く根を
下ろして熱心に布教活動に従事した多くの欧米人宣教師の存在であった。さらには、中国各地で欧
米人が展開した教育事業や医学教育、あるいは医療機関といった各種文化事業が、まさに中国人の
心を捉えていたのである。 
宣教師は、至るところで大学、各種学校、教会、神学校、あるいは病院や孤児院を建設して、医者
や教師として、あるいは慈善活動家として非常に献身的な態度で中国人と接していた。13 もちろん宣
教師のみならず、欧米からは大学の研究者、医学者などが中国の近代化に貢献するために馳せ参じ
ていた。 
アメリカの対中文化事業でもっとも有名なのは、1908 年に義和団事変の賠償金を用いて、中国人
学生にアメリカ留学を促したことであろう。1911 年、さらにアメリカは、中国人のアメリカ留学予備校とし
て北京に清華学堂を設立した。この大学はのちに清華大学となり、現在に至るまで中国を代表する
高等教育機関としてその名を轟かしていることは周知のとおりである。 
では田中は、欧米人の手による各種の文化活動をいかに捉えていたのか。一言でいえば、欧米諸
国の国益を追求する手段とみていたのである。 
彼によれば、欧米人の医療施設は「博愛的事業の名目の下に、支那人心の収攬に多大の努力を
費やしつつある」証であった。また宣教師は、「純粋なる宗教として人心を収攬する」ことのみが目的
ではなく、中国人の心を捉えることで「政治、経済、殖産、興業等百般の事業に対する利権獲得の先
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駆」的役割を果たしていたとみた。14 教育事業もまた、中国人の「人心を収攬」する目的が隠れている
と考えた。 
もちろん、中国では多くの日本人も教育に携わっていた。しかし田中は、日本と欧米諸国が展開す
る教育事業の格差があまりにも大きいことを痛感した。すなわち、欧米の教育施設は「逐年異常なる
発達を遂けつつあるに反し、無力なる帝国の教育機関は最近六、七年何等発展の跡を見ず」と観察
した。その結果、日本に留学する中国人学生の数は毎年減少傾向にあった。一方では、「今や新進
気鋭の支那青年は、挙って欧米に遊ばんとするの傾向漸次顕著」であった。したがって、「恐らく今後
十年ならざるに、支那青年の思想は著しく欧米化して、各地又日本語を語りて我国情を解するもの其
跡を絶つに至らん。是れ豈憂慮すべきことならずや」といった危機感を抱いたのである。15 
つまり田中は、現在の言葉でいうところの「ソフト・パワー」の存在を発見したのであった。そして、中
国における勢力の扶植・拡大を西欧列強と競い合う中で、武力や資本力、あるいは政治力のみでは
もはや太刀打ちできないと見抜いたのである。 
こうした観察をもとに、田中が導き出した結論は「支那に我文化の輸入を計るは、如何なる方面より
観るも、刻下急務中の急務」というものであった。具体的な構想としては、日本は少なくとも中国の南
部と北部に大学を、重要な商業地には専門学校や中学程度の予備学校を設立することであった。専
門学校に関しては、各土地の状況に応じて医学、工学、農学、商学などからふさわしい学問を選択し
て提供すべきであるとした。このように、教育分野における積極的な活動が中国人の知日派・親日派
を育て、ひいては日本のイメージを高めると期待したのである。 
また田中は、医療活動に対しても同様の効果を期待した。彼は中国で病院等を設立運営し、日本
人が中国人の医師を育て、また日本人医師が中国人患者を治療することが「彼我の精神的結合の最
良手段」であるとみた。そこで「医事機関を重要都市は勿論、辺疆奥地に迄設置」すべきだと訴えた
のである。16 
以上、田中義一が 1917 年の訪中で見たのは、反日・排日感情を抱く一方で、アメリカをはじめとす
る欧米諸国に好意を抱く中国人の姿であった。また、日本に先駆けて中国であらゆる文化事業を展
開している欧米人であった。そこで、日本も積極的に教育と医療を中心とした文化事業を中国各地で
展開することにより、中国人の好意を日本に向けさせるとともに、欧米の文化進出に対抗することを目
指したのである。当然これらは、列強との利権獲得競争に勝ち抜いて中国における日本の経済進出
を確固たるものにするためである。いわば国益伸張の道具として文化の利用を考えたのであった。 
 
２．文明国の責務としての文化外交 
次に、田中と同じく教育分野を中心とした中国との交流を唱えつつも、これらを国益伸張の道具と
することには明確に否定した人物を紹介していきたい。本章で光をあてるのは政友会の高橋本吉
（1873―1922 年）と憲政会の関和知（1870－1925 年）という 2 人の帝国議会議員である。彼らは議会
において、日本が中国に対して文化事業を推進すべきであると訴えることで、対支文化事業の創設を
促した人物である。 
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彼らは田中とは異なり、日本の国益から離れた理念を文化事業に求めた。この２人に関しては先行
研究が存在せず無名に等しいので、人物像や経歴を紹介しつつ彼らが抱いた理念を検討していき
たい。 
まずは高橋について論じていく。秋田県生まれの高橋は、内藤湖南（1866-1934 年）が北秋田郡の
小学校で教鞭を執っていたときの生徒であった。内藤といえば、東洋史学、とりわけ中国研究の第一
人者として知られている。内藤と高橋の交友は長く続き、内藤が 1917 年 10 月末からおよそ 2 ヶ月を
かけて中国視察に赴いた際には高橋も全行程をともにしたのであった。 
高橋は中国で何を見たのか。この点を示す記録や日記等は残念ながら管見の限り存在しない。そ
こで以下では同行者の内藤の手記等を頼りに推測しておきたい。 
内藤の中国訪問は、「支那に於ける外国人の教育施設を視る」ためであった。つまり「近年に於い
て外国人の支那に於ける教育施設は非常に宏大なものになりかゝつて居るので、それがどういふ設
備をして居るか、どういふ影響を支那の青年に與へて居るかといふやうな事を視る為め」であった。17
この当時、欧米諸国が中国で文化活動を活発に展開していることは半ば公然の事実であったのであ
る。 
内藤は中国各地を訪問した結果、やはり田中と同様、活発な欧米人の文化活動に驚いた。例えば
北京では、アメリカが設立した精華学堂と、アメリカのメゾジスト教会が運営する滙文学堂などを視察
した。清華学堂では校長以下、ほとんどの教員はアメリカで教育を受けた中国人であった。そして清
華学堂はもとより、湖南省のイェール大学医学部に学ぶ多くの中国人学生も卒業と同時にアメリカに
留学することを知った。また宣教師は、自らの居住地に小中学校を多数設立しており、こうした学校に
学ぶ中国人は 70 万人に上ると述べている。18 
さらに内藤が驚いたのは、欧米人教員の態度であった。彼らは中国人学生に対して非常に「友愛
的」であり、「支那人を友達として扱ふやうな極めて親しみ」をこめて接していた。また「非常に支那語
に熟練」していた。19 このように、アメリカをはじめとする欧米諸国が、教育を通じて中国との友好関係
を深める努力を内藤は見せ付けられたのである。 
もちろん日本人も教師として中国に出向き、活躍するものもいた。しかし内藤は、日本人教師は質
が悪く傲慢であり、ただ自分の生活しか考えず、「おれが行つて支那人を教育してやるのだから、支
那人は皆おれの言ふことを聴かなければ承知せぬ」と、「おれが支那人を改良してやるのだと」いうよ
うな傲慢な態度で中国人に臨んでいると辛辣に批判している。 
また日清戦争以降には、多くの中国人留学生が日本に学びに来ていたのであるが、この点につい
ても内藤は次のように述べている。すなわち日本人は、中国人留学生を侮蔑する態度をとっていた。
また、日本にある学校や寄宿舎は、自分の利益のことしか考えていなかった。その結果、中国人学生
に対して「日本が与えた精神的の影響」などはほとんど認められず、むしろ日本に対して悪い感情を
抱かせていると非難しているのである。20 
当然ながら高橋も、内藤と並んで同じ光景を目撃し、ここで述べたことを道中で大いに議論したこと
は容易に想像できる。なぜならば高橋は、1917 年 12 月に中国視察から帰国した翌年の 3 月、第 40
回帝国議会にて他の議員 5 名とともに「支那人教育ノ施設ニ関スル建議案」を提出したからである。そ
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して中国における欧米の活発な文化進出を大いに論じた。さらには、日本に来る中国人留学生に良
質な学業や生活環境を与えるように提言した。このように積極的な対中国文化事業を本格的に議会
で論じたのは、彼が初めてであった。 
この会期では、本章のもうひとりの主人公である憲政会の関和知も、「日支文化ノ施設ニ関スル決
議案」を有志とともに提出していた。そこには、日本に来る留学生の教育及び待遇に関して当局者が
一層の便宜を図ること、中国において日中両国が協力して高等教育機関を設立すること、そして中国
における日本語学習の普及を図るために適当な方法を探ることの３点が掲げられていた。 
もっとも高橋らの建議案と趣旨が同じであるということで、関ら 5 名は提出を取りやめ、高橋らの建議
案に賛成する側に回った。そして 3 月 27 日、超党派による賛成多数で可決されたのである。21帝国議
会ではこの２つの建議案を端緒として、その後多くの文化事業建議案が出されることになった。 
さて、高橋や関が、教育を主軸とした積極的な文化事業の取り組みを訴えた理由を考えていきた
い。ここで強調すべきは、彼らは田中のように、中国人の反日・排日感情を好転させて、日本の経済
進出を容易なさしめるという目的を抱いていなかった点である。また彼らは、欧米文化の中国進出に
抵抗すべしといった発想も有していなかった。彼らはむしろ欧米の文化事業に敬意を払っていたので
あり、田中のように日中関係を引き裂く脅威とは捉えていなかったのである。 
たとえば高橋の言葉を借りるならば、英米の宣教師が中国で教育活動を展開していることについて、
「人道ノ見地ノ上カラ実ニ犠牲献身ノ覚悟ヲ以テ、東洋ノ開発ニ従事シテ居ル」と賛美している。そし
て高橋自身、欧米人の活動に「多大ノ敬意ヲ払フ者デアリマス」と帝国議会で発言しているのである。22 
高橋は、とりわけアメリカ人による中国人教育は「人道ニ対スル貢献」であるとした。アメリカ人は、明
治初期に多くの人物が来日して日本の発展に貢献してくれたときと同じ態度で、今では中国の文明
化に尽くしていると論じたのである。そして、「フレベッキ」「ノックス」「ヘボン」に対して日本人が「感謝
ニ堪ヘナイ」のと同様、中国人が欧米人に感謝するのは、高橋に言わせれば至極当然のことなので
あった。 
日本はいまや文明国へと変貌をとげた。ならば未だに進歩が遅れていると言わざるを得ない中国
の発展に貢献しなければならない。つまり中国に対する文化事業を提唱したのは、文明国としての使
命なのであった。 
また高橋は、日本人によるこれまでの中国人教育には、アメリカのような「高尚ナル理想」が見当た
らないと批判した。そして日本人の利益や私利私欲のために中国人を教育するという態度を続けるな
らば、決して感謝されることはないと指摘したのである。23 
そして高橋は、文化事業を日本の国益伸張の道具とすることを明確に否定した。「吾々ノ思想ハ排
外的見地カラ見ルトカ、競争的見地カラ之ヲ述ベルノデハアリマセヌ」と、欧米諸国の文化進出に対
抗して、中国人の心を欧米人から取り戻すという発想には立っていないことを明らかにしたのであっ
た。 
こうした主張を展開した高橋とは、どのような人物であったのか。彼は、1902 年 8 月にアメリカに渡
航し、翌年プリンストン大学に入学した。そして 1906 年 6 月にマスター・オブ・アーツを取得する。留学
中には後の大統領となるウィルソン教授（Thomas Woodrow Wilson, 1856-1924）に師事していた。新
33 
渡戸稲造によれば、ウィルソンは「高橋君を非常に愛し且つ信用し」、また高橋の「人格と学力を賞
賛」していた。24 高橋もウィルソンを尊敬しており、例えば大隈内閣による対華 21 カ条を批判して、「彼
の神を敬し人を愛し正義を以て人文の為に闘ふの現米国大統領」の不信を招いたとまで述べたので
ある。25 
このような経歴や言動を踏まえるならば、高橋の主張の背景がみえてこよう。つまりアメリカを中国の
利権を奪い合うライバルとは思っておらず、むしろウィルソン的な国際協調主義に則り、日米両国が
協調して中国を文明に導くことを理想としていたと思われる。文化事業の提唱は、この理念実現のた
めであったのである。 
また高橋は、日本基督教青年会同盟理事、富士見町教会長老なども勤めたクリスチャンであった。
1906 年 9 月、シカゴで洗礼を受け、1907 年から 2 年にわたり大連に滞在した時には大連基督教会の
長老として布教活動に従事した。西洋人宣教師が中国の大学や教会などで行なう布教活動を見ると、
「西洋人は支那人に対して数々の良いことをなしつつある。我々日本人も覚醒して将来盡すところが
なければならん」と評価してもいる。26 こうした事実からも、高橋はキリスト教を欧米の文化進出の尖兵
などとは思っておらず、ましてや欧米の文化進出は国益追求の手段とは考えていなかったことが窺い
知れるのである。前章で述べた田中の認識とは根本的に異なることが明らかであろう。 
関もまたあらゆる面で高橋と同様の考えを有していた。彼もまた、欧米の文化事業を人道的貢献で
あり文明国の責務と肯定的に捉えていたのである。 
では関はいかなる人物であったのか。彼もプリンストン大学に留学し、ウィルソンの法制学と立憲政
治論の 2 講座を受講したことを誇りに思っていた。27 また彼はウィルソンが 1913 年に著した The New 
Freedom を日本語に翻訳し『新自由主義』と題して天佑社から出版している。翻訳作業の最中である
1913 年 9 月には、かつての恩師ウィルソンをホワイトハウスに訪問して親交を温めるなど、高橋と同様
にウィルソンを尊敬していたのである。28 
関も、田中や高橋と同じ 1917 年に中国を訪問し、北京の清華学堂や上海のセント・ジョンズ大学な
どを訪ねていた。そしてアメリカ人が運営する大学が中国人に教育を与えるのみならず、選抜してアメ
リカに留学させていること、中国人留学生を蔑視する日本とは異なり「米国上下の支那人教育に対す
る趣味と熱心」が彼らを待ち受けていることに思いを馳せたのである。29 
関に言わせれば、アメリカは「常に公正仁義の主張を持し、博愛慈善の方面に活動して、毫も領土
若くは利権に対する野心無き態度」を貫いていた。さらに「米国は甞て支那に表面から利権を要求し
たことがない、米国の支那に於ける事業は教育とか、布教とか慈善衛生とか云つた風の、直接の利益
には誠に縁の薄いものゝみ」である。ゆえに利権獲得を第一に考える他の列強とは異なり、アメリカ人
は「大いに支那人の信用を得、その歓心を得たる結果、一般の感情特に米国に傾きつゝあるより、米
国留学の希望支那人間に高まり来れるも事実なり」と述べている。30 
以上に述べたアメリカの態度から、「支那人の間に最も信頼を博しつゝあるは米国」であるのは当然
のことであった。そして、その結果として、「石油の利権やら運河借款の利権やらが、自ら其手に轉が
り込む状態」を自然に醸成するに至ったのであった。31 
つまり高橋と関は、アメリカの文化事業は、人道主義や文明伝達という崇高な理念の表れと賞賛し
34 
たのである。また、アメリカは文化事業を利権獲得の「手段」、あるいは国益追求のための人心掌握術
として利用しているとはみなしていなかった。関にいわせれば、そうした無私・利他の態度こそが、中
国人に感謝され、結果として利権拡張に有利な環境をつくったのである。 
 
３．対華文化事業―国益と普遍的価値の混同 
上記に記したさまざまな議論や建策をもとに、「対支文化事業特別会計法案」が 1923 年 2 月 10 日
の閣議で承認された。そして 3 月 15 日の第 46 帝国議会で政府法案として提出され、「対支文化事業
特別法」が制定されたのである。 
本特別法に基づき、外務省は「対支文化事務局」（翌年「文化事業部」に変更）を設けた。そして中
国側の外交官や学識経験者を招いて文化事業のあり方について議論が重ねられ、1924 年 1 月には
「汪・出淵協定」が、そして 1925 年には「沈・芳沢交換公文」が締結された。そして「東方文化事業総
委員会」の設立を見たのである。 
これらの結果、日本は義和団事変で得た賠償金を元手に（１）北京人文科学研究所、上海自然科
学研究所、（２）北京近代科学図書館、上海日本近代科学図書館、そして（３）東方文化学院（後の東
京大学東洋文化研究所、京都大学人文科学研究所の前身）などの設立運営を決定した。さらには、
民間の日中交流団体に対する財政支援も定められた。例えば中国研究・教育機関である東亜同文
会や、中国における医療普及を目指した同仁会、日本に学ぶ中国人学生を支援する日華学会など
が主な対象であった。かくして日本は中国人学生の日本留学促進、日中両学者による中国古典研究、
近代科学研究等を通じて、日中文化交流を活性化させようとしたのである。32 
ここに、中国に対する文化事業は国家が追求すべき政策となった。上記の法案では、中国で活躍
する日本の民間文化施設に対する補助金が少なかったことに触れ、「今日迄文化施設ノ完璧ヲ期ス
コト能ハサリシハ、政府ノ深ク遺憾トセシ所ナリ」という一節があった。また「我対支文化施設ヲ見ルニ、
両国ノ関係緊密ナルニ拘ラス欧米諸国ノ夫レニ及ハサルコト遠ク」との文言も見られた。つまり文化事
業で欧米に負けている現状を挽回し、国際文化競争に勝ち抜くことが国策と定められたのである。 
もっとも文化事業は、「対支」文化事業という名のとおり、当初は行為主体を日本に限っており、中
国人は文化事業の対象として想定されていた。しかし、日本の国益のための文化事業という批判をか
わすための配慮も必要だと言う議論が挙がり、結局は日中共同で行うことが決まったのである。 
しかし、日中「共同」の文化事業は決して容易に推進できるものではなかった。日本の拡張主義的
態度を警戒する中国人は、文化事業は侵略の意図を覆い隠すための手段と非難を浴びせ続けたか
らである。33 
そして、早くも 1928 年、日中の「共同」体制は崩壊した。なぜなら中国側は、第二次山東出兵時に
発生した済南事件に対する抗議として、中国側の公式参加を拒絶したからである。したがって文化事
業は日本単独で行う一方的なものと成らざるを得なかった。ちなみに山東出兵を決断したのは、当時
首相の座についていた田中義一であったことは言及するまでもないであろう。 
一方、日本の文化事業の頓挫を横目に、欧米、とりわけアメリカの文化事業はさらなる発展を見せ
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ていた。アメリカの文化事業は、日本とは対照的に、中国人から好意を持って迎え入れられていた。
その理由は、ナショナリズムが燃え盛る中国人の心情に配慮することで中国人の対米感情を悪化さ
せないとするアメリカ人たちの配慮があったからである。34 
次に、日中共同体制が崩壊した後、日本側がどのような認識で文化事業を捉えていたのかを見て
おきたい。以下で述べるのは、外務省文化事業部の中心人物であった岡部長景（1884－1970 年）と、
岡部の後を継いで文化事業部長となった坪上貞二（1884－1979 年）である。 
まず彼らは、日本を尻目に発展する欧米諸国の文化事業をどのように捉えていたのであろうか。坪
上は、とりわけアメリカとイギリスが「キリスト教文明を支那に入れ或は鉄道を敷き、水利事業を起し、実
業教育を施すといふやうなことは総べて自国の利害本位に基くところの文化政策」であり、「純然たる
文化の見地から支那に向つて施設して居」たのではないと論じた。35 つまり欧米諸国の文化事業は、
本国の功利的な、あるいは政策的な意図を達成せんがための道具と見なしていたのである。 
とはいえ、中国にとってみれば、日本の文化事業こそが文化という美名で中国侵略の意図を覆い
隠そうとしているものであった。こうした非難に対してはどのように答えたのであろうか。 
坪上は、日本の文化事業は「日本と支那とは文化系統に於いて同一圏内にあるといふその意識の
下に始められた」がゆえに、「英米その他の諸外国が支那に於いて行つて居るところの文化事業、文
化施設とは根本に於いてその趣旨を異にして居る」とした。36 岡部もまた、日本は欧米諸国とは異なり、
文化事業を決して「卑近な又皮相な政治外交等の道具」としていないと強調した。そもそも東洋の学
問や文化の研究は｢国境がなく超政治的｣なものであり、政治的意図が介在する余地などないという
のがその根拠である。37 つまり、日中両国は「文科系統を同一にして居るがゆえに」、日本が中国に対
して文化侵略をするなどとは「論理的に矛盾」するものあり、「全く意味をなさぬ」批判と反駁したので
ある。同じ文化を持っている国が文化侵略などできるはずはないのであり、こうした批判を日本に向け
る中国こそが批判されるべきだと主張したのである。38 
日中の文化は共通しているので、中国の文化に貢献できるのは日本のみであるという考え方は、
多くの日本人が抱いていた認識でもあった。たとえば、先に触れた内藤湖南もそのひとりであった。彼
が 1917 年に中国を視察した折、日本が中国に対する教育事業を大いに発展させないならば、欧米
人が中国人に対する精神的影響力を有するであろうと予測したのは上述のとおりである。 
しかし内藤は、欧米人による中国人教育の限界も指摘していた。なぜならば欧米人の教育方針は、
いずれは「支那の社会組織の根本と衝突する」と考えたからである。内藤に言わせれば、欧米人は、
中国人を「外国人のやうな生活に育て上げ、さうして社会の根底からして支那を外国化しようとする方
針」に立っていた。また、海外留学から帰ってきた中国人は、中国の伝統や慣習を軽視し、「支那生
活、つまり支那人の国粋といふやうなものを全く重んずる」態度を失っていた。 
このような状態が続けば、中国社会に「生活の中に外国の習慣なり文化なりといふものが這入る」こ
とは明白である。そうすれば中国と欧米を隔てる文化的差異が表面化する。つまりは欧米人が中国人
教育に熱心であればあるほど、日常生活や社会の中で文化衝突が頻発するのであり、結局は中国人
のためにはならず、極論すればいずれは中国人の側から欧米人を拒むであろうと考えたのである。39 
一方で、日本は中国との文化衝突を心配する必要はない。なぜなら「日本人と支那人との社会状
36 
態、従来の道徳の根本」などを共有しているからである。従って日本人が中国人を教育しても中国社
会を混乱に陥れない。日本は中国とは同文同種であるがゆえに、「真に支那の為に支那人を救済し
て遣るといふ、本当の親切な考へから支那人を教育する」ならば、必ず中国の発展に貢献することが
できるのであり、欧米人教育のように「支那の社会状態といふものを危険に陥ら」す可能性はないと考え
たのである。40 
この内藤の考えは、後の日本の文化事業や、対中態度そのものを考えるときにも示唆に富んでい
よう。つまりは日本のみが中国人を教育するのにふさわしいのであり、日本の文化事業のみが真に中
国の発展を助けることができるという考え方を導くのである。その典型が、岡部が日中戦争勃発直後
に表明した「日本以外に中国を本当に理解できる国は存在しなく、欧米諸国が日本と同様に中国を
理解することなどは不可能である」との主張である。41 このような認識は日中戦争中に実施された対支
文化工作に強く投影されることになるのであるが、この点は稿を改めて論じることとしたい。 
 
おわりに 
関は１９１７年に中国に訪問した際に執筆した旅行記で、次の一節を記した。 
 
日本の支那に於ける勢力の消長寧ら寒心に堪へざるを覚ゆ、政治的には高壓武断主義を援
け、眼前の利権獲得に営々たる外、何等高尚にして遠大なる経綸無く、然して社会的には常
に支那人を軽侮して促成的営利主義の教育を以て支那留学生に対する我日本の態度が、
倍々以て支那人の反感と疑惑とを招き、日支親善の押売りによりて愈々支那人を遠ざからし
むるごとき。42 
 
この批判は 1917 年のものであるが、残念ながら日本人の文化活動は、「日支親善の押売りによりて
愈々支那人を遠ざからしむるごとき」結果を生んだ。「中国人の心の奪い合い」に勝ち抜こうとするあま
り、また日中の同文同種関係を強調するあまり、自らの文化事業の無謬性に疑念を挟まず、欧米の文
化事業に対しては国益の道具と非難し続けたのである。 
その一方で、本論文で取り上げた関和知と高橋本吉は、同文同種関係に基づく日中関係の特殊
性や、中国と欧米諸国との文化的断絶といった点には言及しなかった。あくまでも宗教や教育といっ
た文化事業は普遍的かつ人道的なものであり、文明国は責務として中国の発展に貢献しなければな
らないと論じていた。もちろん彼らの意見は少数派であり、当時においてどの程度共感されたのかは
不明である。しかし、彼らが文化事業を国益伸張の道具とみなすべきではないとする論陣を張ったこ
とは、記憶されておいていいと思われる。 
さて、現実は高橋や関の理念とは異なり、日本の露骨な国益追求を覆い隠す手段として「文化」が
使いられたといわざるをえない。そしてその文化事業は、普遍的価値の追求を謳っていたのである。
こうした経験は、文化事業やパブリック・ディプロマシーの重要性や機能が議論されつつある現在に
おいてこそ振り返られる必要があるのではないであろうか。 
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